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はじめに
　学習指導要領が平成 20 年改定よりおよそ 10 年ぶりに改定された。全体としての大きな変更は，
目標において「資質・能力」として汎用的能力の育成を明確にしたことがある。　　
　その中で特別活動は３つの資質・能力の育成を目標としている。そして，内容の柱としては，
これまでと同様，小学校は４つ（学級活動・児童会活動・クラブ活動・学校行事）であり，中学
校・高等学校は 3 つ（学級活動（高等学校は「ホームルーム活動」・生徒会活動・学校行事））で
あり変更はない。
　内容に関しては大小様々な変更がある。その中でも大きな変化の一つが「キャリア教育」に関
する内容である。キャリア教育という用語が登場したのは今回の学習指導要領が初めてである。
また，小学校においては，学級活動の内容項目がこれまでの２つから３つに増え，その増えた項
目がキャリア教育である。本論では，大きな変更であるキャリア教育について，平成 20 年告示
学習指導要領と平成 29 年告示学習指導要領とを比較し，分析・検討を行う。
１．特別活動の目標
　特別活動の目標は，平成 20 年版と平成 29 年版とでは大きく異なる。これは冒頭で述べたよう
に特別活動に限らず，全体的な変更である。これまでの各教科・各領域に特化した目標から資質・
能力という汎用的能力を示すことになった。
　平成 20 年 (2008) 学習指導要領の特別活動の目標は，それまでの目標を継承した変化の少ない
目標であった。その源流は昭和 43 年 (1968) 小学校と昭和 52 年 (1977) 中学校のものである ( 表 1，
表 2)。表 1 に示すように，昭和 43 年までは，小学校と中学校の目標は文体や内容が異なっていた。
しかし，昭和 52 年改訂で昭和 43 年の小学校の目標を継承した形で小学校の目標と中学校の目標
が同一の目標となった ( 表 2)。その後の改訂 ( 平成元年版 (1989)，平成 10 年版 (1998)) では基本
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的な文体は統一され，一部の語句のみ変更している ( 表 3)。
表１．昭和 43 年学習指導要領「特別活動」目標（小学校と中学校で大きく異なる）
　したがって，小学校に関しては昭和 43 年 (1968) 以来，平成 32 年実施までおよそ 50 年大きな
変化はなく，中学校に関しては昭和 52 年 (1977) 以来，平成 33 年実施までおよそ 40 年大きな変
化はないといえる。
表２．昭和 52 年学習指導要領「特別活動」目標（すべて同一である）
　しかし，表 3 と表 4 を比較するとわかるが，平成 20 年改訂より学校種による違いを小さくし
ている。平成 29 年版 (2017) もこれを踏襲し，学校種による違いは一カ所のみとなった ( 表 5)。
義務教育 9 年間を通しての目標を掲げたといえる。
表３．平成元年と平成 10 年の学習指導要領「特別活動」目標
（下線は異なる語句。（　）は他校種にはない語句）
　（小学校）望ましい集団活動を通して，心身の調和的な発達を図るとともに，個性を伸長し，
協力してよりよい生活を築こうとする実践的態度を育てる。
（中学校）教師と生徒および生徒相互の人間的な接触を基盤とし，望ましい集団活動を通して豊
かな充実した学校生活を経験させ，もって人格の調和的な発達を図り，健全な社会生活を営む
上に必要な資質の基礎を養う。
　（小中共通）望ましい集団活動を通して，心身の調和のとれた発達を図り，個性を伸長すると
ともに，集団の一員としての自覚を深め，協力してよりよい生活を築こうとする自主的，実践
的な態度を育てる。
平成元年学習指導要領「特別活動」目標
　（小学校）望ましい集団活動を通して、心身の調和のとれた発達と個性の伸長を図るとともに、
集団の一員として ( の自覚を深め、協力して ) よりよい生活を築こうとする自主的、実践的な態
度を育てる。
　（中学校）望ましい集団活動を通して、心身の調和のとれた発達と個性の伸長を図り、集団の
一員としてよりよい生活を築こうとする自主的、実践的な態度を育てる ( とともに、人間として
の生き方についての自覚を深め自己を生かす能力を養う。)
平成 10 年学習指導要領「特別活動」目標
　（小学校）望ましい集団活動を通して，心身の調和のとれた発達と個性の伸長を図るとともに，
集団の一員として ( の自覚を深め，協力して ) よりよい生活を築こうとする自主的，実践的な態
度を育てる。
　（中学校）望ましい集団活動を通して，心身の調和のとれた発達と個性の伸長を図り，集団 ( や
社会 ) の一員としてよりよい生活を築こうとする自主的，実践的な態度を育てる ( とともに，人
間としての生き方についての自覚を深め，自己を生かす能力を養う )。
- 39 -
特別活動におけるキャリア教育－平成 20 年告示学習指導要領と平成 29 年告示学習指導要領との比較－（上岡）
表４．平成 20 年学習指導要領「特別活動」の目標
※小学校と中学校とでは 3 カ所の下線部分の違い以外同一文章である。
　　　　※下線部は，先頭が小学校であり，(　) 内が中学校である。
　そして内容としては，平成 29 年版は他教科同様大きな変更となった。資質・能力として 3 つ
掲げている。これは評価観点としての「知識及び技能」「思考力，判断力，表現力等」「学びに向
かう力，人間性等」に対応し，目標の (1) が「何を知っているか，何ができるか」( 知識及び技能 )
と対応し，(2) が「知っていること，できることをどう使うか」( 思考力，判断力，表現力等 ) と
対応し，(3) が「どのように社会・世界と関わり，よりよい人生を送るか」( 学びに向かう力，人
間性等 ) と対応している。
表５．平成 29 年学習指導要領「特別活動」の目標
※小学校と中学校とでは (3) の下線部分の違い以外同一文章である。
　　　※下線部は，小学校が「自己の」であり，中学校が「人間としての」である。
　ここまでをまとめると次のようになる（表６）。前述したように校種間の一貫性と教育の連続
性を重視している。これは，小中一貫校，中高一貫校等多様な学校形態に対応した形となっている。
表６．特別活動の目標の変遷
平成 20 年学習指導要領「特別活動」の目標
　望ましい集団活動を通して，心身の調和のとれた発達と個性の伸長を図り，集団の ( 集団や社
会の ) 一員としてよりよい生活や人間関係を築こうとする自主的，実践的な態度を育てるととも
に，自己の ( 人間としての ) 生き方についての考え ( 自覚 ) を深め，自己を生かす能力を養う。
平成 29 年学習指導要領「特別活動」の目標
　集団や社会の形成者としての見方・考え方を働かせ，様々な集団活動に自主的，実践的に取
り組み，互いのよさや可能性を発揮しながら集団や自己の生活上の課題を解決することを通し
て，次のとおり資質・能力を育成することを目指す。
(1) 多様な他者と協働する様々な集団活動の意義や活動を行う上で必要となることについて理解
し，行動の仕方を身に付けるようにする。
(2) 集団や自己の生活，人間関係の課題を見いだし，解決するために話し合い，合意形成を図っ
たり，意思決定したりすることができるようにする。
(3) 自主的，実践的な集団活動を通して身に付けたことを生かして，集団や社会における生活及
び人間関係をよりよく形成するとともに，自己の（人間としての）生き方についての考えを深め，
自己実現を図ろうとする態度を養う
 
 昭和 43 年 昭和 52 年 平成元年 平成 10 年 平成 20 年 平成 29 年 
小学校と 
中学校の関係 
用語も文章も
異なる 
同一の文章
となる 
小学校の文章に
語句を加える 
小学校の文章に
語句を加える 
一部の語句を
変える 
一部の語句を
変える 
違い 大 なし 中 中 小 小 
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２．学級活動の目標と内容（キャリア教育の位置づけ）
（１）学級活動の目標
　表７からわかる通り，学級活動の目標の質は大きく変わった。平成 20 年版では「生活づくり
に参画し」「生活態度を育てる」という目標であったが，平成 29 年版では「合意形成し」「意思
決定し」「実践する」となり，全体目標の「資質・能力を育成する」ことが目標になったのである。
学級活動の目標に関しては，小学校と中学校とは同一であり，共通している。
　「合意形成」「意思決定」というこれまでにない強い用語を使用しているのは，学習指導要領「改
定の経緯」にあるように，これからの時代が「急速な変化」と「予測が困難な時代」であるとい
う認識であり，そのような社会に対して「変化に向き合い」「他者と協働」「情報を再構成」「目
的を再構築」するために必要な力であると考えるからである。
（２）小学校学級活動におけるキャリア教育の位置づけ
　平成 29 年小学校学習指導要領の特別活動の学級活動における大きな変更の一つが，平成 20 年
学習指導要領において 2 項目であったものが 3 項目になったことであり，その増えた 1 項目が「一
人一人のキャリア形成と自己実現」である。中学校との関連でいえば，同一項目があるため，連
続している。
表７．学級活動目標の比較（平成 20 年と平成 29 年）
　表 8 の平成 20 年版と平成 29 年版とを比較すると明らかであるが，矢印の通りまったく新しい
発想ではなく，これまでの内容を改変し，新たにキャリア形成としてまとめ上げたといえる。
　平成 20 年の（２）ア「希望や目標をもって生きる態度の形成」と平成 29 年（３）ア「現在や
将来に希望や目標をもって生きる意欲や態度の形成」とでは，アンダーライン部が同一である。
同様に平成 20 年（２）エ「清掃などの当番活動等の役割と働くことの意義の理解」と平成 29 年
（３）イ「社会参画意識の醸成や働くことの意義の理解」のアンダーライン部分が同一であり，
平成 20 年（２）オ「学校図書館の利用」と平成 29 年（３）ウ「主体的な学習態度の形成と学校
図書館等の活用」のアンダーライン部分が同一である。社会参画意識や主体的な学習態度は，キャ
リア形成と自己実現を意識した文言であり，平成 29 年学習指導要領における新たな用語である。
　（平成 20 年学級活動目標 ( 小中共通 )）学級活動を通して，望ましい人間関係を形成し，集団
の一員として学級や学校におけるよりよい生活づくりに参画し，諸問題を解決しようとする自
主的，実践的な態度や健全な生活態度を育てる。
　（平成 29 年小学校学級活動目標 ( 小中共通 )）学級や学校での生活をよりよくするための課題
を見いだし，解決するために話し合い，合意形成し，役割を分担して協力して実践したり，学
級での話合いを生かして自己の課題の解決及び将来の生き方を描くために意思決定して実践し
たりすることに , 自主的 , 実践的に取り組むことを通して，第１の目標に掲げる資質・能力を育
成することを目指す。
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したがって，平成 20 年から平成 29 年の変化は，これまでの内容をキャリア教育と自己実現とい
う概念でとらえ直し再編したということである。そして小学校の学級活動の項目数は平成 20 年
も平成 29 年も同数であり 10 項目である。これは，これまでの項目数を変えず，これまで（２）
において個への適応として潜在的に埋め込まれていたキャリア教育を整理し，新たに顕在化させ，
（３）としてまとめたといえる。これまで（２）が個への適応に関する項目としてあらゆる内容
を 7 項目に列挙していたものが整理された。
表 8．学級活動 ( 小学校 ) 内容の変更
（３）中学校学級活動におけるキャリア教育の位置づけ
　小学校の学級活動の内容において「（３）一人一人のキャリア形成と自己実現」が新設される
という大きな変化に比べ，中学校の学級活動の内容においてキャリア教育に関しては，用語と概
念の変更という変化となる。既設の修正変更である。学級活動全体の項目数は，平成 20 年版が
（１）3 項目（２）9 項目（３）5 項目合計 17 項目であったのが，平成 29 年版が（１）3 項目（２）
5 項目（３）3 項目合計 11 項目と整理された。
　平成 20 年学習指導要領においては「（３）学業と進路」という項目名であり，平成 29 年学習
指導要領においては小学校と同じ「（３）一人一人のキャリア形成と自己実現」となったという
ことで大きな変化ではないととらえられる。
 
学級活動(小学校)内容（平成 20 年） 
（1）学級や学校の生活づくり 
ア 学級や学校における生活上の諸問題の解決 
イ 学級内の組織づくりや仕事の分担処理 
ウ 学校における多様な集団の生活の向上 
 
（2）日常の生活や学習への適応及び健康安全 
ア 希望や目標をもって生きる態度の形成 
イ 基本的な生活習慣の形成 
ウ 望ましい人間関係の形成 
エ 清掃などの当番活動等の役割と働くことの意
義の理解 
オ 学校図書館の利用 
カ 心身ともに健康で安全な生活態度の形成 
キ 食育の観点を踏まえた学校給食と望ましい食
習慣の形成 
 
学級活動(小学校)内容（平成29年） 
(1) 学級や学校における生活づくりへの参画 
ア 学級や学校における生活上の諸問題の解決 
イ 学級内の組織づくりや役割の自覚 
ウ 学校における多様な集団の生活の向上 
 
(2) 日常の生活や学習への適応と自己の成長及び健康安全 
ア 基本的な生活習慣の形成 
イ よりよい人間関係の形成 
ウ 心身ともに健康で安全な生活態度の形成 
エ 食育の観点を踏まえた学校給食と望ましい食習慣の形成 
 
(3) 一人一人のキャリア形成と自己実現 
ア 現在や将来に希望や目標をもって生きる意欲や態度の形成 
イ 社会参画意識の醸成や働くことの意義の理解 
ウ 主体的な学習態度の形成と学校図書館等の活用 
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表 9．学級活動 ( 中学校 ) 内容の変更
　しかし質的側面として，「学業と進路」と「キャリア形成と自己実現」は大きな変化ととらえ
ることが重要である。学業や職業についてピンポイントで示している。
　平成 20 年版では「ア 学ぶことと働くことの意義の理解」「イ 自主的な学習態度の形成と学校
図書館の利用」「ウ 進路適性の吟味と進路情報の活用」「エ 望ましい勤労観・職業観の形成」「オ 
主体的な進路の選択と将来設計」という内容と配列であり，平成 29 年版では「ア 社会生活，職
業生活との接続を踏まえた主体的な学習態度の形成と学校図書館等の活用」「イ 社会参画意識の
醸成や勤労観・職業観の形成」「ウ 主体的な進路の選択と将来設計」の内容・配列と比べると平
成 20 年版の「ア 学ぶことと働くことの意義の理解」と「ウ 進路適性の吟味と進路情報の活用」
が吸収されているところが大きな特徴であり変化である。
　そこには平成 29 年版に「キャリア形成」を「社会の中で自分の役割を果たしながら，自分ら
しい生き方を実現していくための働きかけ，その連なりや積み重ねを意味する。」（学習指導要領
 
学級を単位として，学級や学校の生活の充実と向上，生徒が
当面する諸課題への対応に資する活動を行うこと。 
 
 
(1) 学級や学校の生活づくり 
ア 学級や学校における生活上の諸問題の解決 
イ 学級内の組織づくりや仕事の分担処理 
ウ 学校における多様な集団の生活の向上 
(2) 適応と成長及び健康安全 
ア 思春期の不安や悩みとその解決 
イ 自己及び他者の個性の理解と尊重 
ウ 社会の一員としての自覚と責任 
エ 男女相互の理解と協力 
オ 望ましい人間関係の確立 
カ ボランティア活動の意義の理解と参加 
キ 心身ともに健康で安全な生活態度や習慣の形成 
ク 性的な発達への適応 
ケ 食育の観点を踏まえた学校給食と望ましい食習慣の形成 
(3)学業と進路 
ア 学ぶことと働くことの意義の理解 
イ 自主的な学習態度の形成と学校図書館の利用 
ウ 進路適性の吟味と進路情報の活用 
エ 望ましい勤労観・職業観の形成 
オ 主体的な進路の選択と将来設計 
 
１の資質・能力を育成するため，全ての学年において，次の各活動
を通して，それぞれの活動の意義及び活動を行う上で必要となるこ
とについて理解し，主体的に考えて実践できるよう指導する。 
 
（1）学級や学校における生活づくりへの参画 
ア 学級や学校における生活上の諸問題の解決 
イ 学級内の組織づくりや役割の自覚 
ウ 学校における多様な集団の生活の向上 
（2）日常の生活や学習への適応と自己の成長及び健康安全 
ア 自他の個性の理解と尊重，よりよい人間関係の形成 
イ 男女相互の理解と協力 
ウ 思春期の不安や悩みの解決，性的な発達への対応 
エ 心身ともに健康で安全な生活態度や習慣の形成 
オ 食育の観点を踏まえた学校給食と望ましい食習慣の形成 
 
 
 
 
（3）一人一人のキャリア形成と自己実現 
ア 社会生活，職業生活との接続を踏まえた主体的な学習態
度の形成と学校図書館等の活用 
イ 社会参画意識の醸成や勤労観・職業観の形成 
ウ 主体的な進路の選択と将来設計 
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特別活動解説 p.58）と定義され，狭い職業観からの変化を示している。「学ぶこと，働くこと，
生きること」をトータルで考え，自分の人生を作っていくという視点に立っている。
３．特別活動におけるキャリア教育
（１）小学校におけるキャリア教育
　「今回の改定においては，特別活動を要として，学校の教育活動全体を通してキャリア教育を
適切に行うこうとが示された。」（特別活動解説（小学校特別活動）p.58）とある。そして，「今回，キャ
リア教育の視点からの小・中・高等学校のつながりが明確になるように（３）を設け，三つに分
類・整理した。」（同 p.58）とあり，一貫性を強調している。そして，「これからの社会を生き抜
いていく上で小学校においても重要な課題である」（同 p.59）という点ではキャリア教育が狭い
意味での職業教育ではないことがわかる。「社会的・職業的自立」（同 p.59）という表現からも職
業的のみならずより広い意味として社会的としている。そして，「学ぶこと，働くこと，そして
生きることについて考え，それらの結び付きを理解すること」と表現し，生きることという広い
意味の言葉を用いていることも特徴的である。「多様な他者と協働」することや「自分なりの人生」
をつくる力を育む必要が記述されており，そこにはキャリア教育は生き方教育であることが理解
できる。
　学級活動の内容（３）のア，イ，ウの順に考えると次のようになる。生き方を人間として模索
しながら学ぶ，そしてそのために「学級や学校生活に希望や目標をもち」（同 P.60）とあるよう
にまずは身近なところから考えさせ，実践させる。これが（３）アにあたる。次にその延長とし
て，働くことの意義や理解，多様性の容認，協働があり，社会参画意識の醸成をはかる。これが
（３）イにあたる。そしてそのためには主体的な学習態度すなわち平成 29 年版学習指導要領の一
つの柱である「学ぶに向かう力，人間性等」の育成が重視される。これは平成 20 年版の「関心・
意欲・態度」にあたるが，より主体性を意識している。
（２）中学校におけるキャリア教育
　これまで述べてきたとおり，今回の学習指導要領は小中高の一貫性が高い。したがって，中学
校におけるキャリア教育についても基本的に上記の小学校の内容を踏襲している。違いは発達段
階を踏まえた内容となっていることである。
　たとえば，小学校において「生き方」という用語を中学校においては「人生」としている。ま
た，小学校における「社会」，「職業」という用語も「社会生活」「職業生活」としている。さらに，
社会参画の意識を育てるために小学校では「ボランティア活動」を取り上げ，社会参画の入門型
実践体験を重視しているが，中学校では一歩踏み込んだ「調査」「インタビュー」「発表」「ディベー
ト」など社会参画をより発展的にとらえていることがわかる。
　特別活動解説には，「（３）一人一人のキャリア形成と自己実現」に関して「個々の生徒の将来
に向けた自己実現の関わるものであり，一人一人の主体的な意思決定に基づく実践活動にまでつ
なげることをねらいとしている」とある。「自己実現」「主体的」「意思決定」「実践活動」がキー
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ワードになるのだが，狭い意味での職業教育や進路指導ではなく，前述のキャリア形成の定義に
あるように「自分らしい生き方を実現」するための「連なりや積み重ね」である。
　（３）ア，イ，ウの関連や順序は小学校と同様である。小学校との連続性については次のよう
になる。「ア社会生活，職業生活との接続を踏まえた主体的な学習態度の形成と学校図書館等の
活用」については，意欲や態度の形成であるが，小学校においては学級や学校生活など日常にお
ける希望や目標から始まり将来につながるという観点である。中学校においては，現在の学習と
社会生活や自己実現とのつながり意識してとらえるという観点である。そこには当然働くことの
意義を含まれているが学習の観点を強調しているところは，これからの時代において仕事に就い
ても社会変化が大きいことやキャリアの変更など学び続けなければいけないことがこれまで以上
に必要であるからといえる。
　「イ社会参画意識の醸成や勤労観・職業観の形成」については，小学校においては当番活動や
係活動を通して理解させたり，その延長としてボランティア活動を学校行事や総合的な学習の時
間において実施し理解させたりする。中学校においては小学校の体験を踏まえて，職業や職業選
択に関する調査やインタビューを実施したり，それらを基に話し合い，発表，ディベートを行っ
たりする。学校行事において職場体験活動や介護体験等社会に実践的に入っていき意識を高め，
勤労観・職業観を形成する。
　「ウ主体的な進路の選択と将来設計」は小学校に比較して最も異なり具体的内容である。これ
は義務教育が修了することにより，次の段階は様々な進路が考えられるためである。特別活動解
説には「ここでいう進路の選択や将来設計は，中学校卒業後の就職や進学について意思決定する
ことがゴールではない。」（学習指導要領特別活動解説 p.61）という文言が書かれている。これは
中学卒業後も学び続け，将来設計を「描き直したり」「修正」したりすることが大切であるとい
うことである。そして産業構造や就業構造の変化は，「何回ものキャリア選択」や「キャリアを
自ら形作っていく時代」であり，生き方を考え，主体的に進路選択を実現する資質・能力がこれ
からの時代には必要である。
（引用文献）
１．文部科学省 (2017)「小学校学習指導要領（平成 29 年告示）解説　特別活動編」p.58
２．同上 p.58
３．同上 p.59
４．同上 p.59
５．同上 P.60
６．同上 P.60
７．同上 P.61
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